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抄録

　特定健診・特定保健指導事業を効果的に推進していくためには，健診・保健指導データ，レセプト

データ等に基づいて当該集団の健康問題の特徴を分析し，その集団においてどのような生活習慣病対

策に焦点をあてるのか，つまり優先すべき課題を明確化しながら，PDCAサイクルに則った保健事業
を展開していくことが求められている．特定健診・特定保健指導の制度導入当初から現在に至るまで，

データ分析による現状把握と施策の評価が重要視されてきたが，そのどちらも一部の先進的な地域を

除いて十分に実施できていない．そこで本稿では，データ分析による現状把握と施策の評価について，

PDCAサイクルに沿った進め方を解説する．
　評価のベースとなるのは「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」であり，これに準じて

事業の評価を進める．評価の際には，対象（個人，集団，事業，計画全体）と観点（ストラクチャー，

プロセス，アウトプット，アウトカム）を明確にしておくことが重要である．保健指導などの介入の

評価については，適切な対照群をおき，介入群と対照群との差を比較することがより妥当な評価につ

ながる．都道府県等の広域的な立場で評価を支援する際には，域内の評価を統一的に実施すれば効率

的であり，保険者間の比較をしやすい．また，各市町村・保険者における取り組み例の情報収集を行

い，評価し，要因分析し，全体の底上げにつながるように指導的役割を果たすことが望まれる．
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Abstract

　In order to effectively promote the specific health examination and health guidance, it is necessary to 
implement the health services following the PDCA cycle, in which the health status of the target 
population is analyzed and the priority of health issues of lifestyle-related diseases is determined by 
using data of health examination, health guidance, and health insurance claims. Although the 
importance of the analysis of current health issues and the assessment of health services has been 
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I. はじめに

平成１７年の厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

の「今後の生活習慣病対策の推進について（中間とりま

とめ）」において，生活習慣病予備群の確実な抽出と保

健指導，科学的根拠に基づく健診・保健指導，国として

の具体的な戦略やプログラムの提示，現状把握・施策評

価のためのデータの整備などが生活習慣病対策を推進し

ていく上での課題として挙げられた．このような課題を

解決するためには新たな視点で生活習慣病対策を充実・

強化することが必要であるとの考え方が共有され，平成

２０年度に特定健康診査・特定保健指導（以下「特定健

診・特定保健指導」）が導入された．特定健診・特定保健

指導では，メタボリックシンドロームの概念を導入し，

また，エクササイズガイド，食事バランスガイド等の効

果的なツールによる運動・栄養等の面での健全な生活習

慣の形成に向けた健康づくりの国民運動化を推進した．

平成２３年１０月の健康日本２１最終評価においては，メタ

ボリックシンドロームを認知している国民の割合の増加

等，目標に達した項目もあった一方で，同中間評価で指

摘されたのと同様に，糖尿病有病者・予備群の増加，２０

～６０歳代男性における肥満者の増加等のように，健康状

態及び生活習慣の改善が認められない，もしくは悪化し

ている項目があり，今後一層の生活習慣病対策の充実が

必要との指摘がなされた．

それを踏まえて，平成２５年４月からは新たに健康日本

２１（第二次）を開始することとなり，健康寿命の延伸及

び健康格差の縮小の実現に向けて，生活習慣病の発症予

防や重症化予防を図るとともに，社会生活を営むために

必要な機能の維持及び向上を目指し，これらの目標達成

のために，生活習慣の改善や社会環境の整備などに関し

て数値目標を設定し，関連団体と連携しながら取組を進

めていくこととなった．同時に，効果的な健診・特定保

健指導の実施のために，この事業に関わる者が理解して

おくべき基本的な考え方や実施する際の留意点等をまと

めた「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」

（以下，【改訂版】と呼ぶ）が示された [１]．
【改訂版】では，保健事業の計画段階において，デー

タ分析に基づく健康課題の明確化と目標設定を重要視し

ており，事業の企画・立案・評価を担う者が有すべき資

質として，「データを分析し，優先課題を見極める能力」，

「事業の事後評価を行う能力」を挙げている．

「データを分析し，優先課題を見極める能力」とは，

健診データ，医療費データ（レセプト等）などから，対

象集団の特性（地域や職場の特性）を抽出し，対象集団

の優先的な健康課題を設定できる能力であり，「事業の

事後評価を行う能力」は，健診・保健指導の結果を基に

各種評価を行い，次年度の企画・立案につなげることが

できる能力であると記されている．

このように，特定健診・特定保健指導においては，そ

の制度の導入当初から現在に至るまで，データ分析によ

る現状把握と施策の評価が重要視されてきたが，そのど

ちらも一部の先進的な地域を除いて十分に実施できてい

ない．そこで本稿では，データ分析による現状把握と施

策の評価について，PDCAサイクルに沿った進め方を，
実例を挙げつつ解説する．

II. PDCAサイクルと評価の視点

【改訂版】では，図１のような概念図で保健事業（健

診・保健指導）のPDCAサイクルが説明されている．す
なわち，特定健診・保健指導データ，レセプトデータ等

に基づいて健康問題の特徴を分析し，その集団において

どのような生活習慣病対策に焦点をあてるのか，つまり

優先すべき課題を明確化しながら，PDCA（計画（Plan）⇒
実施（Do）⇒評価（Check）⇒改善（Action））サイクルに
則った保健事業を展開していくことが求められている．
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emphasized from past to present, only a limited number of health insurers has conducted such analysis 
and assessment. In this paper, we illustrate the basic concept of analysis of current health issues and the 
assessment of health services following a PDCA cycle.
　The assessment of health services should be conducted based on the guideline “Standard Program of 
Health Examination and Health Guidance (revised edition)” by the Ministry of Health, Labor and 
Welfare. The assessment is conducted at each level of individuals, population, health service, and whole 
project in the framework of structure, process, output, and outcome. The effects of intervention such as 
health guidance can be more correctly assessed by comparing the changes in risk factors between the 
intervention and control groups. To support the health insurers in a prefecture, it is efficient to assess 
all health insurers in the same manner and to compare the results among them. The organizations at the 
prefecture level are expected to take a leadership role to improve the overall level of health insurers by 
collecting information, supporting the assessment, analyzing the background of good practices in the 
health insurers.
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保健事業の評価は，「評価の対象」と「評価の観点」

に分類して考えるとよい．さらに評価の対象は，個人な

のか，集団なのか，事業なのか，計画全体なのかに分け

て考える．個人の評価では，保健指導前後でのリスク要

因（肥満度，検査データ等）の変化や行動変容ステー

ジ・生活習慣の改善状況等によって個人レベルでの効果

を確かめるとともに，事例検討等によって保健指導方法

をより効果的なものに見直し・改善していくために活用

する．集団の評価では，リスク因子や生活習慣の改善度

を平均値や割合で量的に確認し，これらを集団間・対象

特性別（年齢別など）で比較する．効果の上がっている

集団を特定し，その要因を探ることによって，他の集団

の改善に役立てることもできる．事業の評価では，費用

対効果，対象者の満足度，対象者選定の適切さ，保健指

導対象者以外への介入方法，プログラムの組み方などに

ついても検討し，効果的・効率的な事業実施の判断材料

とする．そして，計画全体の評価では，最終的に目指し

たい集団全体の健康状態の改善度（死亡率，要介護率，

有病率等）や医療費等の経年的な推移に注目する．

一方，評価の観点は，ストラクチャー（構造），プロセ

ス（過程），アウトプット（事業実施量），アウトカム

（結果）の４つを基本とする．

ストラクチャー（構造）の評価では，実施の仕組みや

体制（職員の体制，予算，施設・設備状況，他機関との

連携体制，社会資源の活用状況等）などに着目する．プ

ロセス（過程）の評価では，事業の実施過程（健診の実

施・通知等）や保健指導の実施過程（情報収集，アセス

メント，問題の分析，目標の設定，指導手段，行動変容

ステージ・生活習慣の改善対象者の満足度等）などが対

象となる．健診受診率，保健指導実施率・継続率などは

アウトプット（事業実施量）であり，最終的にこれらが

保健指導前後のリスク要因の変化，長期的な合併症の発

生率低下，医療費の変化といったアウトカム（結果）に

つながる．

適切なプロセスと十分なアウトプットがなければアウ

トカムが得られるはずがなく，ストラクチャーが整って

いなければプロセスを適切に進め，アウトプットを増や

すことは難しい．従って，ストラクチャーの充実は特定

健診・特定保健指導を効果的・効率的に進めるための基

盤として極めて重要である．【改訂版】では，市町村で

の実施体制について『市町村は国保部門・衛生部門・介

護部門間の連携強化を図るとともに，医師会やアウト

ソーシング事業者，地域の住民組織や団体等と協働した

体制づくりなどが考えられる．』と記述されている．

厚生労働省研究班で作成した「標準的な健診・保健指

導プログラム新事例集（平成２５年度版）」では，一連の

PDCAサイクルの流れを着実に実施している医療保険者
等の好事例が紹介されている．自保険者の取り組みと，

これら好事例として取り上げられる自治体の取り組みと

を，まずはストラクチャーの観点から比較してみること

で，事業の改善の糸口が得られるかもしれない．例えば

国保部門と衛生部門をはじめとする多部門間の連携，受

診勧奨のための人員・予算，健診・保健指導・レセプト

等各種データに容易にアクセスできる体制，データを加

工・分析できる人材やシステム，健診・保健指導実施体

制，保健指導実施者の人材育成体制，事業評価体制など

が比較のポイントとして重要であろう．

III. 医療保険者における健診・保健指導の実
施・評価

前述の評価の視点から，実際に特定健診・特定保健指

導の評価を実施する際の具体的な手順を，【改訂版】で

推奨されている分析例（様式集）を例として解説する．

図１の計画（plan）に記されている，データ分析から健
康課題の明確化に至る部分である．

最初に被保険者マスタ，レセプト，特定健診・特定保

健指導データを個人番号などで突合し，データセットを

作る．国保の場合，国保データベース（KDB）を導入
していれば，それを利用するのが効率的である．KDB
が利用できない場合，レセプトは量が非常に多いため，

個人のPCでデータのハンドリングが困難であれば，５
月診療分のみを用いるなどしてデータを操作可能な量に

する．レセプトデータからは，主病名・副病名，マル長

コード（透析の有無を調べる），保険点数，入外などの

データを取っておくようにする．生活習慣病として拾う
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図１　保健事業（健診・保健指導）のPDCAサイクル（標準的
な健診・保健指導プログラム【改訂版】）



べき病名は【改訂版】に記されているので，それを参照

して脂質異常症や高血圧症等のレセプト・患者が特定で

きるようにしておく．健診・保健指導データからは，

性・年齢など基礎情報と生活習慣病のリスク因子，行動

変容の状態，指導ポイント数，脱落の有無などをデータ

セットに含めるようにする．

ここまでの準備ができたら，まずは【改訂版】で推奨

されている分析例（様式集）に沿って作表する．KDB
を用いればこれらの様式を含めて数多くの様式が容易に

作成可能である．なお，様式作成自体は評価ではなく，

表からデータの意味を読み解くことが評価であることに

留意すべきである．

たとえば，様式１-１は，１ヶ月２００万円以上の高額レセ
プトを降順に並べ，入院・外来，高血圧等の基礎疾患，

虚血性心疾患等の重篤な循環器疾患，病名欄にある疾患

以外で重要と考えられる病名（例：がん，大動脈瘤解

離）などの情報を付記して作表する．この表からは，疾

病の重なりの状況，高額レセプトに頻出する病名，治療

の開始時期などを判断材料に，どの疾患の予防を優先し

て保健指導の対象とするか，メタボリックシンドローム

以外でも医療費のかかる疾患がどの程度あるか等を読み

解くことができる．

様式２-１では，６ヶ月以上入院しているレセプトの一
覧を作り，入院月数，生活習慣病とそれに関連の深い虚

血性心疾患などの重篤な病名をまとめている．この表か

らは，単に高額なレセプトだけでなく，長期に治療が継

続することにより結果的に医療費が高額になる疾患につ

いても調べ，どの疾患の予防を優先して保健指導の対象

とするかについて考えることができる．

同様に様式２-２「人工透析をしている患者さんのレセ
プト一覧」からは，人工透析に至った原因が予防可能な

生活習慣病によるものか確認することができ，様式２-３
「前年度新規に前年度新規に透析を開始した患者さんの

レセプトと健診データ一覧」からは，透析に至った背景

や生活習慣を把握し，予防可能であったかどうかの症例

検討や，どの時期に保健指導を開始すべきだったかの検

討が可能になる．

保健指導の効果についての評価では，生活習慣病リス

クの指導前後の変化に着目する．保健指導の評価に限ら

ず，介入を伴う事業の評価には，適切な対照群を置いて

比較することが望ましい（図２）．保健指導を受けた群

だけにしか注目しない場合，仮に平均体重が統計的に有

意に減少していたとしても，それが保健指導の効果であ

るとは断言できない．保健指導の対象になる群は，ある

時期に体重や血圧などが高い群を抽出しているため，介

入がなくとも次期の体重や血圧は平均への回帰によって

低下しやすい [２]．また，２年連続健診のデータが存在
するということは，受診者の健康意識が強いことを示し

ており，保健指導等の介入がなくとも自助努力で体重や

血圧を落とす可能性は高い．ゆえに，ある年度の健診で

保健指導の対象となった者のうち，保健指導を受けた群

の翌年度の体重減少と，保健指導を受けなかった対照群

の翌年度の体重減少を比較し，前者の下げ幅が統計的に

有意に大きいとき，保健指導は効果があったと考えられ

る．つまり，差（体重減少量）の差を見ることで，より

正確に保健指導の評価が可能になる．【改訂版】では，

『保健指導を受けたグループと受けなかったグループの

比較により，保健指導の効果を確認することができる．』

とされている．

より長期的な観点からは，生活習慣病有病者・予備群

の減少，生活習慣病関連の医療費の減少を評価する．こ

こでも，適切な対照群を設定し，データを比較すること
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図２　保健指導によるリスク因子等への「効果」の測り方の概念



で，より妥当な評価が可能になる（図３）．例えば，総

医療費，生活習慣病医療費，医療機関受診率（レセプト

件数÷被保険者数），生活習慣病有病者数，脳血管疾患・

虚血性心疾患発症数，新規人工透析導入者数などが挙げ

られる．これらの項目の変化を①～④の各群で比較すれ

ば，健診の効果や保健指導の効果をより適切に評価する

ことができる．

IV. 都道府県レベルでの広域レベルでの評価支援

保健事業の評価に関連して，都道府県レベルの組織

（都道府県，保険者協議会，国民健康保険団体連合会等）

による評価支援のあり方についても簡単に説明を加える．

ここまで述べた評価方法は，同一都道府県であればほぼ

同じ作業手順になり，可能な事項については個々の市町

村が実施するよりも都道府県レベルでまとめて処理し，

各市町村に結果を提供することが効率的である．その際，

各市町村間の比較が可能な形で提供すれば，効果の上がっ

ている保険者の特徴を把握しやすく有益である（図４）．

効果が上がっているA群のプロセスやストラクチャー
をインタビュー等で明らかにし，他の保険者にも情報提

供すれば，保健指導の効果が不十分だった市町村におい

ても，類似した手段の導入や体制の刷新が可能かどうか

を検討するために役立つ．社会的背景や人口構成などの

点で共通点が多い自治体を対象にして，受診勧奨の方法，

広告媒体，自己負担額などを比較し，参考にすべき点は

翌年の計画に組み入れるべきであろう．

図４と形式は異なるが，静岡県などで類似の試みがな

されている．県内各市町村で高血圧等のリスク因子保有

率を性・年齢調整した標準化該当比を計算し，地図上に

色分けして表示している．地域間での健康格差等を確認

する際に有効な手段である．参考にされたい [３]．

V. まとめ

評価のベースとなるのは「標準的な健診・保健指導プ

ログラム【改訂版】」であり，まずはこれに準じて事業

の評価を進める．評価の際には，対象（個人，集団，事

業，計画全体）と観点（ストラクチャー，プロセス，ア

ウトプット，アウトカム）を明確にしておくことが重要
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図４　市町村間の比較（イメージ図）

図３　医療費等の変化を対象別に比較する



である．保健指導などの介入の評価については，適切な

対照群をおき，介入群と対照群との差を比較することが

より妥当な評価につながる．

都道府県等の広域的な立場で評価を支援する際には，

域内の評価を統一的に実施すれば効率的であり，保険者

間の比較をしやすい．また，各市町村・保険者における

取り組み例の情報収集を行い，評価し，要因分析し，全

体の底上げにつながるように指導的役割を果たすことが

望まれる．
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